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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

第一部 【企業情報】

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

営業収益 
(うち受入手数料)

(百万円)
5,871
(5,303)

5,235
(4,834)

3,890
(  3,439)

10,671
(9,703)

16,062
(  14,958)

純営業収益 (百万円) 5,755 5,172 3,811 10,481 15,874

経常利益 (百万円) 1,901 1,536 833 2,906 8,179

中間(当期)純利益 (百万円) 2,110 2,087 319 3,777 6,482

持分法を適用した場合の 
投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 12,118 12,118 12,118 12,118 12,118

発行済株式総数 (株) 101,856,387 1,018,563.87 1,018,563.87 101,856,387 1,018,563.87

純資産額 (百万円) 34,688 34,991 39,493 34,209 39,913

総資産額 (百万円) 71,899 56,810 55,287 73,354 89,223

１株当たり純資産額 (円) 355.80 36,417.29 38,773.46 356.49 38,989.56

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 21.84 2,182.47 313.55 37.51 6,506.71

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 21.20 2,159.16 ― 36.62 6,438.43

１株当たり 
配当額

(円) ― ― ― 15.00 ―

自己資本(株主資本)比率 (％) 48.2 61.6 71.4 46.6 44.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,684 △17,365 △1,643 4,941 △12,099

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 609 364 658 8,570 1,635

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,450 △1,307 299 △3,751 △1,426

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 17,169 5,778 11,510 24,085 12,195

自己資本規制比率 (％) 617.6 855.2 1,055.3 803.3 879.6

従業員数 (名) 404 392 393 387 380



(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推

移については、記載しておりません。 

２ 営業収益等には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 平成17年８月２日付で100株を１株に併合する株式併合を行っております。なお、第66期中及び第66期の

１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、期首に株式併合が行わ

れたものとして計算しております。 

５ 第67期中の潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

６ 第65期の１株当たり配当額15.00円には、設立60周年記念配当5.00円を含んでおります。 

７ 自己資本規制比率は、証券取引法の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」の定め

により、決算数値をもとに算出したものであります。 

８ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  



２ 【事業の内容】 

(1) 当社は、主たる事業として有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、取次ぎ、有価証券の引受け及

び売出し、有価証券の募集及び売出しの取扱い、その他証券業に関連する業務を営んでおります。 

(2) 当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  

当社の親会社はＳＢＩホールディングス株式会社であり、同社は、ブローカレッジ＆インベストメン

トバンキング、アセットマネジメント、ファイナンシャル・サービス、住宅不動産並びに生活関連ネッ

トワークの5つの事業をコアビジネスとした総合サービス事業を展開し、傘下の関係会社群から成るＳＢ

Ｉグループを形成しております。 

当社は、富裕層を中心顧客とする対面営業型の証券会社として、同じくＳＢＩホールディングス株式

会社の証券子会社であり、日本のオンライン専業証券において最大の顧客口座数を有するＳＢＩイー・

トレード証券株式会社との相互補完により、ＳＢＩグループのブローカレッジ＆インベストメントバン

キングビジネスの一翼を担っております。 

  



３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ ＳＢＩホールディングス株式会社は、有価証券報告書を提出しております。 

(注) ２ 議決権の所有・被所有割合の（ ）書は内数で、間接所有割合を示しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成18年９月30日現在) 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 歩合外務員(14名)を除いております。 

  

(2) 労働組合の状況 

ＳＢＩ証券従業員組合は平成11年４月１日に結成されました。なお、組合は労使相互信頼を基盤と

した労使協調を基本方針として社業の発展に努力しております。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合 
(％)

（親会社） 
 
 
 
ＳＢＩホールディングス株式会社 東京都

港区
54,473

アセットマネジメント、
ブローカレッジ＆インベ
ストメントバンキング、
ファイナンシャル・サー
ビス、住宅不動産ならび
に生活関連ネットワーク
の5つの事業をコアビジ
ネスとした総合金融サー
ビス

―
100.0 
(―)

資本取引等 
役員の兼任…１名

従業員数(名) 393



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当中間期（平成18年4月～9月）の東京株式市場は、好調なスタートとなりました。日銀短観で14年

ぶりに、雇用・設備面での過剰感が解消するなど、デフレ克服に向けた動きが一層鮮明になったこと

が大きな要因であります。日経平均株価は4月7日、17,563円37銭と、ＩＴバブル崩壊後の高値を付け

ました。しかしその後は、6月14日に、同平均株価は14,045円53銭の安値をつける波乱の展開となり

ました。金融引き締めへの警戒感を背景に、世界的に商品・株式市場が不安定化したことが原因であ

ります。それでも、夏以降は、こうした金融引き締め観測が日米両国で後退し、徐々に持ち直す展開

となりました。 

  こうした結果、当中間期末の日経平均株価は16,127円58銭となり、平成18年3月末に対して5.5％の

下落となりました。また、東証一部市場の一日当たり平均売買高は18億31百万株で、前年同期比

0.3％の微増、また同売買代金は約2兆4千億円で、前年同期比58.2％増という結果になりました。 

  以上のような状況の下、当社では、株式並びに株式投信を中心として積極的に営業に取り組みまし

たものの、当中間期の営業収益は38億90百万円（前年同期比25.7％減）、営業収益から金融費用を差

引いた純営業収益は38億11百万円（同26.3％減）、販売費・一般管理費は36億26百万円（同2.8％

減）となりました。 

  この結果、営業利益は1億84百万円（同87.2％減）、経常利益は8億33百万円（同45.7％減）となり

ました。 

  また、特別利益を1億円、特別損失を1億39百万円計上しましたことから、税引前中間純利益は7億

94百万円（同66.8％減）となり、法人税、住民税及び事業税を1億23百万円（同77.1％減）、法人税

等調整額（借方）を3億51百万円計上した結果、中間純利益は3億19百万円（同84.7％減）となりまし

た。 

  主な収益・費用等の概要は、以下のとおりであります。 

  

① 受入手数料 

受入手数料は34億39百万円(前年同期比28.8％減)となりました。 

  内訳は以下のとおりであります。 

  
  

 
  

・委託手数料 

当中間期の株式受託売買高（先物取引を除く）は株数で2億86百万株（前年同期比32.1％

減）、金額で3,158億円（同28.3％減）でした。当社の東証シェアは株数で0.11％、金額で

0.11％となり、この結果、株式委託手数料は24億21百万円（同33.4％減）となりました。また、

債券委託手数料は4百万円（同23.8％減）となり、当期の委託手数料合計は24億27百万円(同

33.4％減)となりました。 

第66期中 第67期中

金額(百万円) 金額(百万円)

委託手数料 3,642 2,427

引受け・売出し手数料 79 ―

募集・売出しの取扱手数料 827 361

その他の受入手数料 284 650

合計 4,834 3,439



・引受・売出し手数料 

当社は、平成18年2月からＳＢＩイー・トレード証券株式会社と引受業務を統合し、ＳＢＩイ

ー・トレード証券株式会社が引き受けたＩＰＯ等の引受玉の一定割合を当社が委託販売の形で顧

客へ販売する業務提携を開始したことから、その収益は、募集・売出の取扱手数料に計上してお

ります。 

・募集・売出しの取扱手数料、その他の受入手数料 

募集・売出しの取扱手数料は3億61百万円（前年同期比56.3％減）となりました。主に投資信

託の販売手数料3億10百万円（前年同期比62.1％減）によるものであります。また、その他の受

入手数料は、投資信託の代行手数料及び投資事業組合の契約媒介手数料並びに事務管理手数料の

増加により、6億50百万円（同128.4％増）となりました。 

  

② トレーディング損益 
  

 
トレーディング損益は、1億50百万円（前年同期比20.9％減）の利益となりました。 

内訳は、「株券等」が1億20百万円の利益（同28.3％減）、「債券・為替等」が30百万円（同

32.3％増）の利益であります。 

  

③ 金融収支 

金融収益は3億円（前年同期比43.0％増）、金融費用は79百万円（同27.5％増）で差引収支は2億

21百万円（同49.5％増）となりました。主なものは信用取引貸付金に係る収支であります。 

  

④ 販売費・一般管理費 

引き続き合理化や経費削減に努めましたことから、販売費・一般管理費は36億26百万円と、前年

同期比で2.8％の減少になりました。 

  

⑤ 営業外損益 

営業外収益は、6億49百万円、営業外費用が0百万円となりました。営業外収益の主なものは、投

資有価証券として保有している投資事業組合に係る損益の取込みによるもの及び株式の受取配当金

などであります。 

  

⑥ 特別損益 

特別損益につきましては、特別利益が1億円、特別損失が1億39百万円となり、差引39百万円の損

失計上となりました。 

特別利益の主なものは、貸倒引当金戻入40百万円、投資有価証券売却益15百万円であり、特別損

失の主なものは、本社移転関連費用1億1百万円、減損損失7百万円、固定資産除却損6百万円等であ

ります。 

  

第66期中 第67期中

金額(百万円) 金額(百万円)

株券等 167 120

債券・為替等 23 30

(債券等) (19) (28)

(為替等) (3) (1)

合計 190 150



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末の「現金及び現金同等物」は、前期末に比べ6億85百万円減少して115億10百万円

となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

法人税等の支払を主な要因として、16億43百万円のキャッシュ・アウト・フロー（前年同期比157

億22百万円の減少）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資有価証券の売却等による収入10億15百万円を主な要因として、6億58百万円のキャッシュ・イ

ン・フロー（前年同期比2億94百万円の増加）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金の増加等により2億99百万円のキャッシュ・イン・フロー（前年同期は13億7百万円のキ

ャッシュ・アウト・フロー）となりました。 

  



(3) トレーディング業務の概要 

トレーディング商品：当中間会計期間末及び前中間会計期間末のトレ―ディング商品の残高は以下

のとおりです。 

  

 
  

トレーディングのリスク管理：当社は、経営の健全性の確保、効率化を目的としてリスク管理体制

の強化を図っております。当社のリスク管理は取締役会で決議された「自己売買に関する規程」に

従い、商品部門で管理しており、毎日経営者及び管理部署に報告しております。また、当社の財務

状況に応じて与信枠及び運用基準等「自己売買に関する規程」を適宜見直しております。 

  

平成17年９月30日現在 平成18年９月30日現在

金額(百万円) 金額(百万円)

資産の部のトレーディング商品 2,970 1,032

商品有価証券等 2,968 1,032

株券 ― 59

債券 2,968 972

CP及びCD ― ―

受益証券等 ― ―

デリバティブ取引 2 ―

オプション取引 ― ―

為替予約取引 ― ―

先物・先渡契約 2 ―

スワップ取引 ― ―

負債の部のトレーディング商品 ― 1

商品有価証券等 ― ―

株券 ― ―

債券 ― ―

CP及びCD ― ―

受益証券等 ― ―

デリバティブ取引 ― 1

オプション取引 ― ―

為替予約取引 ― ―

先物・先渡契約 ― 1

スワップ取引 ― ―



(4) 自己資本規制比率 

  

 
(注) 上記比率は、証券取引法の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」の定めにより、決

算数値をもとに算出したものであります。 

  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

金額(百万円) 金額(百万円)

基本的項目 (A) 32,385 37,087

補完的項目

その他有価証券評価差額金
(評価益)等

2,605 2,406

証券取引責任準備金等 133 152

一般貸倒引当金 58 29

計 (B) 2,797 2,588

控除資産 (C) 7,427 6,956

固定化されていない自己資本 
(A)＋(B)－(C)

(D) 27,755 32,719

リスク相当額

市場リスク相当額 637 551

取引先リスク相当額 744 643

基礎的リスク相当額 1,863 1,905

計 (E) 3,245 3,100

自己資本規制比率 (D)／(E)×100(％) 855.2 1,055.3



２ 【有価証券の売買等業務の状況】 

(1) 有価証券の売買の状況(先物取引を除く) 

① 株券 

  

 
  

② 債券 

  

 
  

③ 受益証券 

  

 
  

④ その他 

  

 
  

＜受託取引の状況＞ 上記のうち受託取引の状況は、次のとおりであります。 

  

 
  

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第66期中(平成17.４から平成17.９) 440,400 294,041 734,441

第67期中(平成18.４から平成18.９) 315,848 417,824 733,672

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第66期中(平成17.４から平成17.９) 187 6,113 6,300

第67期中(平成18.４から平成18.９) 95 7,502 7,598

期別 受託(百万円) 自己(百万円) 合計(百万円)

第66期中(平成17.４から平成17.９) 732 13,313 14,045

第67期中(平成18.４から平成18.９) 506 11,289 11,796

期別

新株引受権 
証書 

新株引受権 
証券を含む 
(百万円)

外国新株
引受権証券 
(百万円)

コマーシャル
・ペーパー 
(百万円)

外国証書
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

第66期中 
(平成17.４から平成17.９)

― ― ― ― ― ―

第67期中 
(平成18.４から平成18.９)

― ― ― ― ― ―

期別

新株引受権 
証書 

新株引受権 
証券を含む 
(百万円)

外国新株
引受権証券 
(百万円)

コマーシャル
・ペーパー 
(百万円)

外国証書
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

第66期中 
(平成17.４から平成17.９)

― ― ― ― ― ―

第67期中 
(平成18.４から平成18.９)

― ― ― ― ― ―



(2) 証券先物取引等の状況 

① 株式に係る取引 

  

 
  

② 債券に係る取引 

  

 
  

期別

先物取引 オプション取引
合計 
(百万円)

受託(百万円) 自己(百万円) 受託(百万円) 自己(百万円)

第66期中(平成17.４から平成17.９) 8,790 ─ 30,370 ─ 39,160

第67期中(平成18.４から平成18.９) 202,382 ― 31,655 ― 234,037

期別

先物取引 オプション取引
合計 
(百万円)

受託(百万円) 自己(百万円) 受託(百万円) 自己(百万円)

第66期中(平成17.４から平成17.９) 57,234 34,817 ― ― 92,052

第67期中(平成18.４から平成18.９) 49,210 17,833 ― ― 67,043



(3) 有価証券の引受け、売出し業務及び募集、売出し又は私募の取扱業務の状況 

① 株券 

  

 
  

② 債券 

  

 
  

期別
引受高 
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの取扱高 
(百万円)

私募の取扱高 
(百万円)

第66期中 
(平成17.４から平成17.９)

3,207 2,929 ― 455 ―

第67期中 
(平成18.４から平成18.９)

― ― 1,331 181 ―

期別 種類
引受高 
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの 
取扱高 
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

第66期中 
(平成17.４から平成17.９)

国債 2,039 ― 437 ― ―

地方債 304 ― ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ―

社債 3,500 ― 1,500 ― ―

外国債券 ― ― ― ― ―

合計 5,843 ― 1,937 ― ―

第67期中 
(平成18.４から平成18.９)

国債 154 ― 154 ― ―

地方債 ― ― ― ― ―

特殊債 ― ― ― ― ―

社債 ― ― 1,560 ― ―

外国債券 ― ― ― ― ―

合計 154 ― 1,714 ― ―



③ 受益証券 

  

 
  

④ その他 

コマーシャルペーパー、外国証書及びその他については、該当事項はありません。 

  

  

期別 種類
引受高 
(百万円)

売出高
(百万円)

募集の取扱高
(百万円)

売出しの 
取扱高 
(百万円)

私募の取扱高
(百万円)

第66期中 
(平成17.４ 
平成17.９)

株式投信 ― ― 31,444 ― 1,670

公社債投信 ― ― 75,666 ― ―

外国投信 ― ― 5,395 ― ―

合計 ― ― 112,506 ― 1,670

第67期中 
(平成18.４ 
平成18.９)

株式投信 ― ― 13,263 ― 5,562

公社債投信 ― ― 56,418 ― ―

外国投信 ― ― 26 ― ―

合計 ― ― 69,708 ― 5,562



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画しておりました、本社移転が完了いたしました。 

 
(注) 本店移転に伴い発生した投資額の内訳は、建物（附属設備）188百万円、器具備品59百万円であります。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の除却等について、重要な変

更並びに完了はありません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

事業所名 
（所在地）

設備の内容 投資額（百万円） 完了年月日

本店
（東京都千代田区）

店舗
（賃借）

247 平成18年8月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 1,018,563.87 1,018,563.87
― 株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式

計 1,018,563.87 1,018,563.87 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 1,018,563.87 ─ 12,118 ─ 6,325

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ＳＢＩホールディングス 
株式会社

東京都港区六本木１丁目６─１ 1,018,563.87 100.00

計 ― 1,018,563.87 100.00



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,018,563
1,018,563

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

端株
普通株式

0.87
― ―

発行済株式総数 1,018,563.87 ― ―

総株主の議決権 ― 1,018,563 ―



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

当社は未公開企業でありますので、該当事項はありません。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

新任役員 

 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
（株）

就任年月日

取締役 東 賢太郎 昭和30年２月４日 昭和54年４月 
 
平成５年６月 
 
平成７年６月 
 
 
平成９年12月 
 
 
 
平成12年６月 
 
 
平成13年７月 
 
平成15年４月 
 
 
平成16年５月 
 
 
 
平成18年３月 
 
平成18年10月
平成18年10月

野村證券株式会社 入社 
 
ノムラ・バンク・ドイツ社長 
 
ノムラ・バンク・ 
スイスリミテッド社長 
 
ノムラインターナショナル 
(香港)リミテッド社長兼 
アジア株式業務部門長 
 
野村證券株式会社 
機関投資家営業部長 
 
同社 エクイティ企画室長 
 
同社 金融研究所 
投資調査部長 
 
みずほ証券株式会社 
資本市場グループ 
株式引受本部長 
 
同社 執行役員 
 
当社 取締役 
代表取締役副社長兼執行役員
インベストメントバンキン
グ・プライベートバンキング
管掌(現任)

―

平成18年10月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)並びに同規則第38条・第57条の規定に基づき、

「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府令・大蔵省令第32号)及び「証券業経理の統一につい

て」(昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議)に準拠して作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９

月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、監査法人トーマツの中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

流動資産

  現金・預金 ※２ 5,778 11,510 12,195

  預託金 3,966 2,766 5,266

  トレーディング商品 2,970 1,032 1,052

   商品有価証券等 2,968 1,032 1,049

   デリバティブ取引 2 ― 3

  信用取引資産 30,915 27,720 56,800

   信用取引貸付金 30,311 27,639 56,535

   信用取引借証券担保金 603 80 265

  立替金 326 410 293

  短期差入保証金 25 10 16

  短期貸付金 14 13 8

  繰延税金資産 230 182 524

  その他 893 658 876

  貸倒引当金 △58 △29 △57

    流動資産計 45,063 79.3 44,276 80.1 76,976 86.3

固定資産

 有形固定資産 ※１ 3,071 3,102 2,892

  土地 1,740 1,740 1,740

  その他 1,330 1,362 1,152

 無形固定資産 458 367 353

 投資その他の資産 8,217 7,540 9,000

  投資有価証券 6,348 5,453 6,864

  社内長期貸付金 4 10 11

  長期差入保証金 1,496 1,723 1,767

  長期立替金 1,696 1,495 1,685

  その他 190 175 178

  貸倒引当金 △1,519 △1,318 △1,507

    固定資産計 11,747 20.7 11,011 19.9 12,246 13.7

資産合計 56,810 100.0 55,287 100.0 89,223 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

流動負債

  トレーディング商品 ― 1 6

   商品有価証券等 ― ― 6

   デリバティブ取引 ― 1 ―

  約定見返勘定 2,205 46 0

  信用取引負債 9,789 7,308 32,808

   信用取引借入金 ※２ 8,911 7,113 32,306

   信用取引貸証券受入金 877 194 501

  預り金 3,314 2,749 3,718

  受入保証金 1,446 1,305 4,780

  短期借入金 ※２ 1,840 1,840 1,540

  未払法人税等 560 132 3,400

  賞与引当金 310 274 580

  偶発損失引当金 5 ― 5

  その他 412 424 396

    流動負債計 19,883 35.0 14,082 25.5 47,237 52.9

固定負債

  繰延税金負債 1,784 1,542 1,903

  その他 16 16 16

    固定負債計 1,801 3.2 1,558 2.8 1,919 2.2

特別法上の準備金

  証券取引責任準備金 ※４ 133 152 152

    特別法上の準備金計 133 0.2 152 0.3 152 0.2

負債合計 21,818 38.4 15,794 28.6 49,310 55.3

(資本の部)

資本金 12,118 21.3 ― ― 12,118 13.6

資本剰余金

  資本準備金 6,325 ― 6,325

  資本剰余金合計 6,325 11.1 ― ― 6,325 7.1

利益剰余金

  利益準備金 1,046 ― 1,046

  任意積立金 6,661 ― 6,661

  中間(当期)未処分利益 8,125 ― 10,814

  利益剰余金合計 15,833 27.9 ― ― 18,523 20.7

その他有価証券評価差額金 2,605 4.6 ― ― 2,945 3.3

自己株式 △1,892 △3.3 ― ― ― ―

資本合計 34,991 61.6 ― ― 39,913 44.7

負債資本合計 56,810 100.0 ― ― 89,223 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

株主資本

  資本金 ― 12,118 21.9 ―

  資本剰余金

   資本準備金 ― 6,325 ―

    資本剰余金合計 ― 6,325 11.4 ―

  利益剰余金

   利益準備金 ― 1,046 ―

   その他利益剰余金

    別途積立金 ― 6,661 ―

    繰越利益剰余金 ― 10,933 ―

    利益剰余金合計 ― 18,642 33.7 ―

    株主資本合計 ― 37,087 67.0 ―

評価・換算差額等

  その他有価証券 
  評価差額金

― 2,406 4.4 ―

    評価・換算差額等 
    合計

― 2,406 4.4 ―

純資産合計 ― 39,493 71.4 ―

負債純資産合計 ― 55,287 100.0 ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

営業収益
  受入手数料 4,834 3,439 14,958
   委託手数料 3,642 2,427 11,837
   引受け・売出し手数料 79 ― 262

   募集・売出しの 
   取扱手数料

827 361 2,196

   その他 284 650 662
  トレーディング損益 ※１ 190 150 496
  金融収益 209 300 607
    営業収益計 5,235 100.0 3,890 100.0 16,062 100.0
金融費用 62 1.2 79 2.0 187 1.2
純営業収益 5,172 98.8 3,811 98.0 15,874 98.8
販売費・一般管理費 3,731 71.3 3,626 93.3 7,828 48.7
   取引関係費 480 467 1,009
   人件費 1,964 1,873 4,256
   不動産関係費 582 625 1,143
   事務費 442 379 887
   減価償却費 ※２ 57 57 121
   租税公課 59 67 143
   その他 144 154 265
営業利益 1,441 27.5 184 4.7 8,046 50.1
営業外収益 ※３ 98 1.9 649 16.7 158 1.0
営業外費用 3 0.1 0 0.0 25 0.2
経常利益 1,536 29.3 833 21.4 8,179 50.9
特別利益
  投資有価証券売却益 1,062 15 2,249
  貸倒引当金戻入 13 40 25
  偶発損失引当金戻入 25 ― 25
  その他 30 44 37
    特別利益計 1,131 21.6 100 2.6 2,338 14.5
特別損失
  証券取引責任準備金繰入 15 0 34
  偶発損失引当金繰入 ― ― 5
  貸倒引当金繰入 ─ ― 0
  ゴルフ会員権評価減 47 0 48
  固定資産除却損 ※４ 71 6 75
  本社移転関連費用 ─ 101 ―
  減損損失 ※５ 11 7 300
  商号変更関連費用 90 ― 90
  その他 35 23 93
    特別損失計 273 5.2 139 3.6 649 4.0
税引前中間(当期)純利益 2,394 45.7 794 20.4 9,868 61.4
法人税、住民税及び事業税 540 10.3 123 3.2 4,028 25.0
法人税等調整額 △233 △4.5 351 9.0 △642 △4.0
中間(当期)純利益 2,087 39.9 319 8.2 6,482 40.4
前期繰越利益 6,090 ― 6,090
自己株式処分差損 ※６ 53 ― 1,759
中間(当期)未処分利益 8,125 ― 10,814



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

株主資本 評価・換算差額等

純資産 

合計

資本金

資本 

剰余金
利益剰余金

株主資本 

合計

その他
有価証券 
評価 
差額金

評価・換

算 

差額等 

合計資本 
準備金

利益準備
金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

12,118 6,325 1,046 6,661 10,814 18,523 36,967 2,945 2,945 39,913

中間会計期間中の変動額

 利益処分による 
 役員賞与

△200 △200 △200 △200

 中間純利益 319 319 319 319

 株主資本以外の項目の 
 当中間会計期間中の 
 変動額（純額）

△539 △539 △539

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― ― ― 119 119 119 △539 △539 △420

平成18年９月30日残高 
(百万円)

12,118 6,325 1,046 6,661 10,933 18,642 37,087 2,406 2,406 39,493



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益 2,394 794 9,868

   減価償却費 57 57 121

   貸倒引当金の 
   増加(減少△)額

△980 △217 △991

   賞与引当金の 
   増加(減少△)額

20 △306 290

   証券取引責任準備金増加額 15 0 34

   受取利息及び受取配当金 △283 △408 △699

   支払利息 62 79 187

   営業外損益項目に 
   かかる調整

△1 △510 13

   特別損益項目にかかる調整

    投資有価証券の評価損、 
    評価減、売却損益

△1,061 △15 △2,249

    固定資産除売却損益 71 7 75

    減損損失 11 7 300

    その他 22 22 79

   立替金及び預り金 △417 △897 30

   トレーディング商品 △105 61 △385

   信用取引資産、 
   信用取引負債

△17,169 3,579 △20,035

   その他 1,108 △948 2,875

    小計 △16,254 1,305 △10,484

   利息及び配当金の受取額 308 449 647

   利息の支払額 △59 △77 △189

   法人税等の支払額 △1,359 △3,320 △2,072

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△17,365 △1,643 △12,099

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有形固定資産の 
   取得による支出

△119 △337 △213

   有形固定資産の 
   売却による収入

2 0 2

   無形固定資産の 
   取得による支出

△0 △15 △3

   投資有価証券の 
   取得による支出

△835 ― △835

   投資有価証券の売却・ 
   償還による収入

1,266 1,015 2,626

   貸付による支出 △11 △13 △29

   貸付金の回収による収入 9 9 27

   その他 52 0 59

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

364 658 1,635



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の 
   純増加(純減少△)額

─ 300 △300

   自己株式の取得による支出 △1 ― △2

   自己株式の売却による収入 122 ― 306

   配当金の支払額 △1,428 △0 △1,430

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,307 299 △1,426

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

0 △0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加(減少△)額

△18,307 △685 △11,890

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

24,085 12,195 24,085

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

5,778 11,510 12,195



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ トレーディング商

品勘定に属する有

価証券(売買目的

有価証券)等の評

価基準及び評価方

法

 時価の変動または市場間

の格差等を利用して利益を

得ること並びにその損失を

減少させることを目的とし

て、自己の計算において行

う有価証券、有価証券に準

ずる商品、デリバティブ取

引、金銭債権及び通貨の売

買その他の取引等をトレー

ディングと定めておりま

す。 

 トレーディング商品勘定

に属する有価証券及びデリ

バティブ取引等について

は、時価法を採用しており

ます。

(同左) (同左)

２ トレーディング商

品勘定に属さない

有価証券(その他

有価証券)等の評

価基準及び評価方

法

 時価のあるその他有価証

券については、中間決算日

の市場価格等に基づく時価

をもって貸借対照表価額

(売却原価は移動平均法に

より算定)とし、取得原価

との評価差額は全部資本直

入法によって処理しており

ます。 

 また、時価のないその他

有価証券については、移動

平均法による原価法によっ

ております。

 時価のあるその他有価証

券については、中間決算日

の市場価格等に基づく時価

をもって貸借対照表価額

(売却原価は移動平均法に

より算定)とし、取得原価

との評価差額は全部純資産

直入法によって処理してお

ります。 

 また、時価のないその他

有価証券については、移動

平均法による原価法によっ

ております。

 時価のあるその他有価証

券については、決算日の市

場価格等に基づく時価をも

って貸借対照表価額(売却

原価は移動平均法により算

定)とし、取得原価との評

価差額は全部資本直入法に

よって処理しております。 

 また、時価のないその他

有価証券については、移動

平均法による原価法によっ

ております。

３ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  主な耐用年数は以下の

とおりであります。

   建物   15～47年

   器具・備品５～８年

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  主な耐用年数は以下の

とおりであります。

   建物   15～47年

   器具・備品５～８年

  ただし、平成10年4月1

日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）

については定額法を採用

しております。

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  主な耐用年数は以下の

とおりであります。

   建物   15～47年

   器具・備品５～８年

(2) 無形固定資産及び投資

その他の資産

  定額法を採用しており

ます。

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。

(2) 無形固定資産及び投資

その他の資産

(同左)

(2) 無形固定資産及び投資

その他の資産

(同左)



 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 引当金及び準備金

の計上基準

(1) 貸倒引当金

  貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

(同左)

(1) 貸倒引当金

(同左)

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支払いに備えるため、当

社所定の計算方法による

支払見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

(同左)

(2) 賞与引当金

(同左)

(3) 偶発損失引当金(商法

施行規則第43条の引当

金)

  顧客等からの損害賠償

請求に伴う今後の損害賠

償金の支払いに備えるた

め、その経過等の状況に

基づく損失見積額を計上

しております。

(3)   ―――――― (3) 偶発損失引当金(商法

施行規則第43条の引当

金)

(同左)  

(4) 証券取引責任準備金

  証券事故による損失に

備えるため、証券取引法

第51条の規定に基づき

「証券会社に関する内閣

府令」第35条に定めると

ころにより算出した額を

計上しております。

(4) 証券取引責任準備金

(同左)

(4) 証券取引責任準備金

(同左)

５ 外貨建資産及び負

債の本邦通貨への

換算基準

 外貨建取引等会計処理基

準(「外貨建取引等会計処

理基準の改訂に関する意見

書」企業会計審議会 平成

11年10月22日)に基づいて

おります。

(同左) (同左)

６ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が、

借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっております。

(同左) (同左)



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

７ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日又

は償還日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からな

っております。

(同左)  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は手許現金、

要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日又は償

還日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。

８ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮受消費税等と控

除対象の仮払消費税等は相

殺し、その差額は流動負債

の「その他」に含めて表示

しております。

消費税等の会計処理方法

(同左)

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。



会計処理方法の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 企業会計基準委員会 平成

15年10月31日)が平成17年４月１日

以後開始する事業年度に係る財務諸

表から適用されることになったこと

に伴い、当中間会計期間から同会計

基準及び同適用指針を適用しており

ます。これにより税引前中間純利益

は11百万円減少しております。

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 企業

会計基準第5号 平成17年12月9日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基

準適用指針第8号 平成17年12月9

日）を適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する

金額は、純資産の部と同額でありま

す。 

  なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会  平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 企業会計基準委員会 平成

15年10月31日）が平成17年4月1日以

後開始する事業年度に係る財務諸表

から適用されることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準及

び同適用指針を適用しております。

これにより税引前当期純利益は300

百万円減少しております。 

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(中間貸借対照表関係)

 前中間会計期間において、投資その他の資産の「出

資金」に含めていた投資事業有限責任組合及びこれに

類する組合への出資(証券取引法第２条第２項において

有価証券とみなされるもの)1,166百万円について、証

券取引法第２条が改正されたことに伴い、前事業年度

より投資その他の資産の「投資有価証券」に含めて表

示することに変更しております。

 なお、前中間会計期間の投資その他の資産の「出資

金」に含まれる投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資の金額は100百万円であります。

――――――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額

2,618百万円

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額

2,285百万円

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額

2,535百万円

 

※２ 担保に供されている資産

被担保債務 

(百万円)

担保に供されている 

資産(百万円)

種類
期末 

残高
預金

短期 

借入金
40 40

信用 

取引 

借入金

8,911 ─

計 8,951 40

(注) 上記のほか信用取引の自己融
資見返り株券を短期借入金の
担保として1,276百万円、信
用取引借入金の担保として
196百万円差し入れておりま
す。

   また、信用取引借入金の担保
として顧客からの受入保証金
代用有価証券6,392百万円、
先物取引売買証拠金等の代用
として顧客からの受入証拠金
代用有価証券125百万円、信
用取引の自己融資見返り株券
45百万円、発行日取引保証金
代用有価証券として信用取引
の自己融資見返り株券19百万
円及び取引所信認金代用有価
証券として信用取引の自己融
資見返り株券94百万円をそれ
ぞれ差し入れております。

 

※２ 担保に供されている資産

被担保債務 

(百万円)

担保に供されている 

資産(百万円)

種類
期末 

残高
預金

短期 

借入金
40 40

信用 

取引 

借入金

7,113 ―

計 7,153 40

(注) 上記のほか信用取引の自己融
資見返り株券を短期借入金の
担保として794百万円、信用
取引借入金の担保として155
百万円差し入れております。

   また、信用取引借入金の担保
として顧客からの受入保証金
代用有価証券6,003百万円、
先物取引売買証拠金等の代用
として顧客からの受入証拠金
代用有価証券181百万円、信
用取引の自己融資見返り株券
15百万円をそれぞれ差し入れ
ております。

 

※２ 担保に供されている資産

被担保債務 

(百万円)

担保に供されている 

資産(百万円)

種類
期末 

残高
預金

短期 

借入金
40 40

信用 

取引 

借入金

32,306 ―

計 32,346 40

(注) 上記のほか信用取引の自己融
資見返り株券を短期借入金の
担保として801百万円、信用
取引借入金の担保として294
百万円差し入れております。

   また、信用取引借入金の担保
として顧客からの受入保証金
代用有価証券17,486百万円、
先物取引売買証拠金等の代用
として顧客からの受入証拠金
代用有価証券212百万円、信
用取引の自己融資見返り株券
17百万円及び発行日取引保証
金代用有価証券として信用取
引の自己融資見返り株券25百
万円をそれぞれ差し入れてお
ります。

 ３ 差し入れた有価証券及び差し

入れを受けた有価証券等の時価

額

 (1) 差し入れた有価証券等の時価

額

信用取引貸 
証券

1,074百万円

信用取引借 
入金の本担 
保証券

9,081

計 10,155

 ３ 差し入れた有価証券及び差し

入れを受けた有価証券等の時価

額

 (1) 差し入れた有価証券等の時価

額

信用取引貸
証券

206百万円

信用取引借
入金の本担 
保証券

7,468

計 7,674

 ３ 差し入れた有価証券及び差し

入れを受けた有価証券等の時価

額

 (1) 差し入れた有価証券等の時価

額

信用取引貸
証券

558百万円

信用取引借
入金の本担 
保証券

33,654

計 34,213

 (2) 差し入れを受けた有価証券等

の時価額

信用取引貸 
付金の本担 
保証券

32,411百万円

信用取引借 
証券

618

先物取引受 
入証拠金代 
用有価証券

158

信用取引保 
証金代用有 
価証券

20,473

計 53,661

 (2) 差し入れを受けた有価証券等

の時価額

信用取引貸
付金の本担 
保証券

25,298百万円

信用取引借
証券

84

先物取引受
入証拠金代 
用有価証券

181

信用取引保
証金代用有 
価証券

20,770

計 46,334

 (2) 差し入れを受けた有価証券等

の時価額

信用取引貸
付金の本担 
保証券

51,670百万円

信用取引借
証券

269

先物取引受
入証拠金代 
用有価証券

212

信用取引保
証金代用有 
価証券

34,903

計 87,055



 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※４ 証券取引法の規定に基づく準

備金を計上しております。準備

金の計上を規定した法令の条項

は、以下のとおりです。

   証券取引責任準備金

証券取引法第51条

※４ 証券取引法の規定に基づく準

備金を計上しております。準備

金の計上を規定した法令の条項

は、以下のとおりです。

   証券取引責任準備金

証券取引法第51条

※４ 証券取引法の規定に基づく準

備金を計上しております。準備

金の計上を規定した法令の条項

は、以下のとおりです。

   証券取引責任準備金

証券取引法第51条



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ トレーディング損益の内訳

区分
実現 
損益 
(百万円)

評価 
損益 

(百万円)

計 
(百万円)

株券等 167 ─ 167

債券・ 
為替等

18 4 23

(債券等) (14) (4) (19)

(為替等) (3) (─) (3)

計 186 4 190

※１ トレーディング損益の内訳

区分
実現
損益 
(百万円)

評価
損益 
(百万円)

計
(百万円)

株券等 120 ― 120

債券・ 
為替等

24 6 30

(債券等) (22) (6) (28)

(為替等) (1) (―) (1)

計 144 6 150

※１ トレーディング損益の内訳

区分
実現
損益 
(百万円)

評価 
損益 
(百万円)

計 
(百万円)

株券等 454 0 454

債券・
為替等

44 △3 41

(債券等) (37) (△3) (34)

(為替等) (7) (―) (7)

計 499 △3 496

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 50百万円

無形固定資産 1

投資その他の 
資産

5

計 57

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 74百万円

無形固定資産 1

投資その他の
資産

3

計 79

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 142百万円

無形固定資産 1

投資その他の 
資産

9

計 153

 

※３ 営業外収益の内訳

受取配当金 73百万円

受取賃貸料 19

その他 5

計 98

※３ 営業外収益の内訳

投資事業組合
収益

511百万円

受取配当金 107

受取賃貸料 24

その他 5

計 649

 

※３ 営業外収益の内訳

受取配当金 91百万円

受取賃貸料 54

その他 12

計 158

 

※４ 固定資産除却損の内訳

建物 69百万円

器具・備品 1

計 71

   主に商号変更に伴う旧看板の

除却であります。

 

※４ 固定資産除却損の内訳

建物 5百万円

器具・備品 0

計 6
 

※４ 固定資産除却損の内訳

建物 72百万円

器具・備品 2

計 75

   主に商号変更に伴う旧看板の

除却であります。



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※５ 減損損失

   当中間会計期間において、当

社は以下の資産について減損損

失11百万円を計上しました。

場所 用途 種類

神奈川県 
平塚市

営業店舗 建物及び 
器具・備品

愛知県 
名古屋市

営業店舗 建物及び 
器具・備品

 

※５ 減損損失

   当中間会計期間において、当

社は以下の資産について減損損

失7百万円を計上しました。

場所 用途 種類

兵庫県 
伊丹市

営業店舗 建物及び
器具・備品

 

※５ 減損損失

   当期において、当社は以下の

資産について減損損失300百万

円を計上しました。

場所 用途 種類

東京都
中央区 
 

本店
 
 

建物及び 
器具・備品 
及び借地権

神奈川県
平塚市

営業店舗 建物及び 
器具・備品

愛知県
名古屋市

営業店舗 建物及び 
器具・備品

 

 

   当社は、管理会計上の最小単

位である営業部店を基礎にグル

ーピングを行っております。ま

た、本店、寮、厚生施設等につ

いては共用資産としてグルーピ

ングを行っております。

   上記資産のうち、神奈川県の

営業店舗については、移転の決

定がなされていることから、帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額６百万円を「減

損損失」として特別損失に計上

しております。

    

 

 

 

 その内訳は、以下のとおりで

あります。

建物 5百万円

器具・備品 1

計 6

    

 なお、回収可能価額は正味売

却価額を使用しており、除却予

定資産のため時価は０円と見積

っております。

   また、愛知県の営業店舗につ

いては営業収益減少によるキャ

ッシュ・フローの低下により、

帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額４百万円を

「減損損失」として特別損失に

計上しております。

   その内訳は、以下のとおりで

あります。

建物 3百万円

器具・備品 0

計 4

   なお、回収可能価額は使用価

値を使用しており、将来キャッ

シュ・フローを9.3％で割り引

いて算定しております。

 

   当社は、管理会計上の最小単

位である営業部店を基礎にグル

ーピングを行っております。ま

た、本店、寮、厚生施設等につ

いては共用資産としてグルーピ

ングを行っております。

   上記の営業店舗については、

移転の決定がなされていること

から、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額7百万

円を「減損損失」として特別損

失に計上しております。

    

 

 

 

 

 その内訳は、以下のとおりで

あります。

建物 7百万円

器具・備品 0

計 7

    

 なお、回収可能価額は正味売

却価額を使用しており、除却予

定資産のため時価は0円と見積

っております。

 

 

   当社は、管理会計上の最小単

位である営業部店を基礎にグル

ーピングを行っております。ま

た、本店、寮、厚生施設等につ

いては共用資産としてグルーピ

ングを行っております。 

 なお、本店については、移転

の決定がなされていることから

単独でグルーピングを行ってお

ります。 

 上記資産のうち、東京都の本

店については、移転の決定がな

されていることから帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該

減少額288百万円を「減損損

失」として特別損失に計上して

おります。

   その内訳は、以下のとおりで

あります。

建物 170百万円

器具・備品 11

借地権 107

計 288

   なお、回収可能価額は正味売

却価額を使用しており、売却予

定価格により算定しておりま

す。 

 また、神奈川県の営業店舗に

ついては、移転の決定がなされ

ていることから、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減

少額6百万円を「減損損失」と

して特別損失に計上しておりま

す。 

 その内訳は、以下のとおりで

あります。

建物 5百万円

器具・備品 1

計 6

   なお、回収可能価額は正味売

却価額を使用しており、除却予

定資産のため時価は0円と見積

っております。

     また、愛知県の営業店舗につ



 
  

 

いては営業収益減少によるキャッシ

ュ・フローの低下により、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額4百万円を「減

損損失」として特別損失に計上

しております。 

 その内訳は、以下のとおりで

あります。

建物 3百万円

器具・備品 0

計 4

   なお、回収可能価額は使用価

値を使用しており、将来キャッ

シュ・フローを9.3％で割り引

いて算定しております。

――――――――――

  

――――――――――

 

※６ 自己株式処分差損

   当期の自己株式処分差損のう

ち1,628百万円につきまして

は、平成18年3月1日に当社の親

会社であるＳＢＩホールディン

グス株式会社が株式交換により

当社を完全子会社とするに際

し、当社自己株式に親会社株式

が割当てられなかったことに伴

い発生したものであります。

 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1,018,563 ― ― 1,018,563

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金・預金勘定 5,778百万円

現金及び現金同等物 
中間期末残高

5,778

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金・預金勘定 11,510百万円

現金及び現金同等物
中間期末残高

11,510

 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

現金・預金勘定 12,195百万円

現金及び現金同等物 
期末残高

12,195



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

器具・ 
備品

227 115 111

ソフト 
ウェア

55 25 29

合計 282 141 141

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

器具・ 
備品

235 107 128

ソフト 
ウェア

55 36 18

合計 291 144 147

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

器具・
備品

242 131 111

ソフト
ウェア

55 31 23

合計 298 163 135

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 48百万円

１年超 96

合計 144

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 51百万円

１年超 100

合計 151
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 50百万円

１年超 89

合計 140

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 30

支払利息相当額 3

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 29百万円

減価償却費相当額 26

支払利息相当額 2

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 62百万円

減価償却費相当額 57

支払利息相当額 5

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

 オペレーティング・リース取引は

次のとおりであります。

  未経過リース料

１年内 9百万円

１年超 9

合計 18

 オペレーティング・リース取引は

次のとおりであります。

  未経過リース料

１年内 5百万円

１年超 4

合計 9

 オペレーティング・リース取引は

次のとおりであります。

  未経過リース料

１年内 7百万円

１年超 6

合計 14



(有価証券及びデリバティブ取引の状況) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

１ トレーディングに係るもの 

(1) 商品有価証券等(売買目的有価証券)の時価等 

  

 
  

(2) デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

 
(注) 時価欄には、みなし決済損益を記載しております。 

  

種類

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在)

中間貸借対照表計上額 損益に含まれた 
評価差額 
(百万円)資産(百万円) 負債(百万円)

株券 ─ ─ ─

債券 2,968 ─ 2

受益証券 ─ ─ ─

合計 2,968 ─ 2

前中間会計期間末
(平成17年９月30日現在)

取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円)

債券先物取引(売建) 139 2

為替予約取引(売建) ─ ─

      (買建) ─ ─

合計 139 2



２ トレーディングに係るもの以外 

(1) 満期保有目的の債券の時価等 

該当事項はありません。 

  

(2) 子会社株式及び関連会社株式の時価等 

該当事項はありません。 

  

(3) その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

(4) 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

種類

前中間会計期間末(平成17年９月30日現在)

取得原価(百万円)
中間貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 298 4,507 4,208

債券 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

計 298 4,507 4,208

種類

前中間会計期間末
(平成17年９月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 674

投資事業組合等への出資 1,166

計 1,841



当中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１ トレーディングに係るもの 

(1) 商品有価証券等(売買目的有価証券)の時価等 

  

 
  

(2) デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

 
  

種類

当中間会計期間末(平成18年９月30日現在)

中間貸借対照表計上額 損益に含まれた 
評価差額 
(百万円)資産(百万円) 負債(百万円)

株券 59 ― ―

債券 972 ― 8

受益証券 ― ― ―

合計 1,032 ― 8

当中間会計期間末
(平成18年９月30日現在)

取引の種類
契約額等 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

債券先物取引(売建) 806 808 △1

合計 806 808 △1



２ トレーディングに係るもの以外 

(1) 満期保有目的の債券の時価等 

該当事項はありません。 

  

(2) 子会社株式及び関連会社株式の時価等 

該当事項はありません。 

  

(3) その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

(4) 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

種類

当中間会計期間末(平成18年９月30日現在)

取得原価(百万円)
中間貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 322 4,290 3,968

計 322 4,290 3,968

種類

当中間会計期間末
(平成18年９月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 609

投資事業組合等への出資 554

計 1,163



前事業年度末(平成18年３月31日現在) 

１ トレーディングに係るもの 

(1) トレーディングの状況に関する事項 

① トレーディングの内容、取組方針及び利用目的 

当社は、証券のトレーディング業務(自己の計算による取引)を行うに当たって、基本的には上

場株式、転換社債、株価指数の先物及びオプション取引、債券先物取引等の取引所取引を行い、

健全な市場機能の十分な発揮と委託取引の執行を円滑に行うことを目的としております。また、

取引所以外の取引では、債券、ワラント、為替予約取引等を行い、公正な価格形成と流通の円滑

化を目的としております。 

② トレーディングに係るリスクの内容 

トレーディング業務に伴って当社の財務状況に影響を与えるリスクとして、市場リスクと取引

先リスクがあげられます。市場リスクは、トレーディングの結果発生したポジションの価値が、

株式・金利・為替等の市況変動により変化するリスクをいいます。また、取引先リスクは、取引

相手が契約を履行できなくなる場合に発生するリスクをいいます。 

③ トレーディングに係るリスク管理体制 

当社は、経営の健全性の確保、効率化を目的としてリスク管理体制の強化を図っております。

当社のリスク管理は取締役会で決議された「自己売買に関する規程」に従い、商品部門で商品別

に管理しており、毎日経営者及び関連部署に報告しております。また、当社の財務状況の変化に

応じて与信枠、運用枠及び運用基準等「自己売買に関する規程」を適宜見直しております。 

  

(2) トレーディングの契約額等及び時価に関する事項 

① 有価証券(売買目的有価証券) 
  

 
  

② デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
  

 
  

種類

平成18年３月31日現在

資産 負債

貸借対照表計上額 
(百万円)

損益に含まれた
評価差額 
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

損益に含まれた 
評価差額 
(百万円)

株券 20 0 6 △0

債券 1,029 △6 ― ―

受益証券 ― ― ― ―

合計 1,049 △6 6 △0

種類

平成18年３月31日現在

契約額等 
(百万円)

契約額等のうち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価差額 
(百万円)

債券先物取引

 売建 403 ― 400 3

 買建 ― ― ― ―

合計 403 ― 400 3



次へ 

２ トレーディングに係るもの以外 

(1) 有価証券 

① 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  
② 子会社及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  
③ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 時価の下落率が30％以上50％未満のその他有価証券について、時価が「著しく下落した」と判断する基準 

① 期末日における有価証券の時価が取得原価に比べ30％以上下落し、かつ当該発行会社が２期連続して損

失を計上している場合、時価が取得原価までは回復する見込がないとして、減損処理を行う。 

② ①以外の場合で、期末日における有価証券の時価が取得原価に比べ30％以上下落し、発行会社が債務超

過の状態にある場合等相当の事由により株式の時価が回復する見込があるとは認められない場合、減損

処理を行う。 

  なお、当期末においては当該基準に該当したその他有価証券はありません。 

  

④ 当該事業年度中に売却したその他有価証券 
  

 
  

⑤ 時価評価されていない有価証券 

  その他有価証券 
  

 
  

⑥ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日における償還予定額 

  該当事項はありません。 
  
(2) デリバティブ取引 

該当事項はありません。 

  

種類

平成18年３月31日現在

取得原価(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

差額(百万円)

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

株式 300 4,155 3,855

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

 小計 300 4,155 3,855

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの

株式 22 19 △2

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

 小計 22 19 △2

合計 322 4,175 3,853

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 2,323 2,249 ―

種類
平成18年３月31日現在

貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 609

投資事業組合等への出資 2,079

合計 2,689



(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

関連会社がないため記載しておりません。 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

関連会社がないため記載しておりません。 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

関連会社がないため記載しておりません。 

  



前へ   次へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

なお、前中間会計期間及び前事業年度の期中平均株式数及び潜在株式調整１株当たり中間(当期)純利益の算定

に用いられた普通株式増加数については、平成17年８月２日付の株式併合(100株を１株に併合)が期首に行わ

れたものとして算定しております。 
  

 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 36,417円29銭 １株当たり純資産額 38,773円46銭 １株当たり純資産額 38,989円56銭

１株当たり中間純利益 2,182円47銭 １株当たり中間純利益 313円55銭 １株当たり当期純利益 6,506円71銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

2,159円16銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

―
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

6,438円43銭

 当社は、平成17年８月２日付で
100株を１株に併合する株式併合を
行っております。
 なお、当該株式併合が前期首に行
われたと仮定した場合の(１株当た
りの情報)の各数値はそれぞれ以下
のとおりであります。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり 
純資産額

35,580円06銭
１株当たり 
純資産額

35,649円17銭

１株当たり 
中間純利益

2,183円93銭
１株当たり 
当期純利益

3,750円82銭

潜在株式 
調整後 
１株当たり 
中間純利益

2,120円39銭

潜在株式 
調整後 
１株当たり 
当期純利益

3,662円48銭

 なお、潜在株式調整後1株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。

 

当社は、平成17年８月２日付で
100株を１株に併合する株式併合を
行っております。
なお、当該株式併合が前期首に行

われたと仮定した場合の(１株当た
りの情報)の各数値はそれぞれ以下
のとおりであります。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 35,649円17銭

１株当たり当期純利益 3,750円82銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

3,662円48銭

項目
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

中間貸借対照表の 
純資産の部の合計額(百万円)

― 39,493 ―

普通株式に係る純資産額(百万円) 39,493

普通株式の発行済株式数(株) ─ 1,018,563 ―

１株当たり純資産の算定に 
用いられた普通株式の数(株)

― 1,018,563 ―

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 2,087 319 6,482

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ― 200

(うち利益処分による
役員賞与金(百万円))

(─) (―) (200)

普通株式にかかる 
中間(当期)純利益(百万円)

2,087 319 6,282

普通株式の期中平均株式数(株) 956,665 1,018,563 965,586

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益の算定に用いられた 
中間(当期)純利益調整額(百万円)

― ― ―

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益の算定に用いられた 
普通株式増加数(株)

10,325 ― 10,240

(うち自己株式譲渡方式による
ストックオプション(株))

(1,628) (―) (1,244)

(うち新株引受権(株)) (853) (―) (848)

(うち新株予約権(株)) (7,844) (―) (8,148)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含めなかった潜在株式の
概要

新株予約権

潜在株式の数

63,825株 ― ―



前へ 

(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

〔株式交換の検討開始について〕

 当社は、平成17年11月14日開催の

取締役会において、当社の親会社で

あるＳＢＩホールディングス株式会

社が当社を完全子会社化するための

株式交換の実施の検討に関して、同

日ＳＢＩホールディングス株式会社

との間で、株式交換に関する覚書を

締結することを決議いたしました。

(1) 株式交換の目的

平成17年７月のＳＢＩホールデ

ィングス株式会社の持株会社体

制への移行に伴い、ＳＢＩグル

ープでは新たなグループビジョ

ンを策定すると共に、その達成

に向けたグループ事業戦略の立

案および実行を積極的に推進し

ております。

証券関連業務につきましては、

ＳＢＩホールディングス株式会

社、当社およびイー・トレード

証券株式会社で証券戦略会議を

設置し、今後のグループ証券戦

略に関し様々な検討を実施して

まいりました。その結果、ネッ

トとリアルの融合を強力に推進

し、プライベートバンキング業

務を確立することなどにより、

証券業務に関して他社の追随を

許さない圧倒的な差別化と競争

力を獲得するためには、対面営

業力の一層の強化と高度化が不

可欠との結論に至りました。こ

のため、思い切った経営革新を

図り、より迅速な意思決定と経

営資源の有効活用による企業価

値の増大を目指し、ＳＢＩホー

ルディングス株式会社による当

社の完全子会社化を企図するも

のであります。

(2) 今後の日程等

本件は検討段階であり、今後そ

れぞれのデュー・デリジェンス

を十分に行い、諸条件を両社の

取締役会にて決議した後に、そ

の最終合意を臨時株主総会にて

諮ることとなります。

〔重要な資産の譲渡〕

 本社移転により遊休となった土地

の処分を目的として、平成18年８月

25日に所有不動産の売買契約を締結

し、平成18年10月10日付で売買代金

の決済及び当該不動産の引渡を完了

いたしました。 

 なお、概要は次のとおりでありま

す。

(1) 譲渡する相手の名称

合同会社ミルバンク・インベス

トメント

(2) 譲渡資産の種類

土地(東京都中央区日本橋小網

町)

(3) 譲渡前の用途

小網町分室

(4) 譲渡価額

200百万円(帳簿価額３百万円) 

本件固定資産の売却に伴い、

191百万円の売却益を平成19年

３月期に計上いたします。

(5) その他重要な特約等

該当する事項はありません。

―――――――



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度
(第66期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月28日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書 
の訂正報告書

平成18年７月25日 
関東財務局長に提出。

訂正報告書（上記(1)有価証券報告書の訂正報告書）
 

(3) 臨時報告書 
 

平成18年10月２日 
関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基
づく臨時報告書であります。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年11月25日
 

ＳＢＩ証券株式会社 

取締役会 御中 

 
  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＳＢＩ証券株式会社(旧社名 ワールド日栄フロンティア証券株式会社)の平成17年４月１日から平成

18年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中

間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＳＢＩ証券株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  
追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年11月14日開催の取締役会において、親会社で

あるＳＢＩホールディングス株式会社が会社を完全子会社化するための株式交換の実施の検討に関して、同

日ＳＢＩホールディングス株式会社との間で、株式交換に関する覚書を締結することを決議した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  昭  英  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  陸  田  雅  彦  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年11月28日
 

ＳＢＩ証券株式会社 

取締役会 御中 

 
  

 

  
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＳＢＩ証券株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第67期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ＳＢＩ証券株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  昭  英  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  陸  田  雅  彦  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており
ます。
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